




第1四半期の業績については、売上高は、ガス販売量の増加および原料費調整に伴う単価増等に
よる都市ガスセグメントの増加、電力販売量の増加による電力セグメントの増加等により増収であっ
たものの、原油価格上昇影響にともなう都市ガス原材料費の増加、電力販売量の増加による燃料
費増加等による営業費用の増加により、営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益
はそろって減益となりました。 

売上高7.6%、284億円増加の主な要因は、電力販売量の増加による電力セグメントの179億円増、ガ
ス販売量の増加および原料費調整に伴う単価増等による都市ガスセグメントの149億円増、業務用
機器販売台数減等によるエネルギー関連セグメントの32億円減等となっております。 

一方、営業費用12.4%、408億円増加の主な要因は、原油価格上昇等にともなう都市ガスセグメント
営業費用が292億円の増加、電力販売量の増加に伴い燃料費が増加したこと等によるものです。 

売上高は増加したものの営業費用の増加が上回り、営業利益は26.4%、125億円減の346億円となり
ました。 

これらの結果、経常利益は24.0%、114億円減の358億円となりました。 

加えて、特別利益として、前期に比べると3億円増加の32億円を計上しておりますが、これは固定資
産売却益によるものです。 

以上により、親会社株主に帰属する当期純利益は28.9% 、113億円減の278億円となりました。 

なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグは、中ほど下段に記載の通り前年同期は161億円の
過回収でしたが、当期については122億円の未回収、と対前年同期で283億円のマイナス要因とな
ります。 

また、前期の収支圧迫要因の一つとなっておりました年金数理差異については、79億円の改善とな
っております。 



第1四半期の連結ガス販売量は、対前年同期で3.0%、1億6百万m3増の37億1千万
m3となりました。 
発電専用需要の増加により工業用が7.7%、1億3千万m3増加したほか、4～6月の気
温が前年同期と比較して低く推移した影響による給湯需要の増加により家庭用も
4.1%、3千3百万m3増加しましたが、一方で供給先の減少により卸は13.7%、7千万
m3減少しています。 



 4ページには、財務会計上のガス販売量にトーリングによるガス使用量とＬＮＧ販
売量を加算したビジョンベースのガス販売量を表示しておりますので、ご参照くださ
い。 



5ページと6ページに、セグメント別の売上高および営業利益に持分法損益を加え
たセグメント利益とその要因を記載しておりますので、簡単にご説明いたします。 

 



6ページでは、各セグメントの営業利益増減について説明しております。 
都市ガスセグメントにて143億円の減益となっております。これは原油価格が下がっ
たことによる販売単価下落による粗利の199億円減少が主な要因ですが、その内
243億円の減少はスライド差異によるものです。年金数理差異や減価償却費等の
固定費は56億円減少しております。 
続いて電力セグメントですが、27億円の増益となっております。 
電力販売量につきましては、25.8%、6億9千2百万kWh増加ですが、その大部分と
なる6億2千8百万kWhは、昨年4月の電力自由化にともない販売開始した小売り分
野の増加となっており、販売量の増加が増益につながっております。 
海外セグメントについては、海外上流プロジェクトであるゴーゴンＬＮＧが販売を開
始したこと等により、全体として7億円の増益となっております。 
エネルギー関連セグメントについては35億円の減益となりましたが、LNG販売事業
におけるスライド差影響による利益の減少が主な要因となっております。 





ここからは、通期の収支見通しを、今年4月にお示しした当初計画との対比でご説明します。
前提となります第2四半期以降の経済フレームにつきましては、当初計画時と同じく、原油価
格を５５ドル、為替は１ドル１１５円としております。 

ガス販売量につきましては、対当初計画で1.2%、1億7千8百万m3上方修正いたしました。これ
は第1四半期実績の対当初計画との差を反映させたもので、第2四半期以降は当初計画から
変更ないものとみております。詳しくは9ページをご覧ください。 

 
収支の見通しについては、売上高は原料費調整に伴う単価減等により当初計画に対し50億
円下方修正したものの、都市ガスの原材料費単価減、電力の燃料費単価減等による営業費
用の減少し、営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益はそろって増益と見通
しております。 



連結ガス販売量の見通しについてご説明します。 

家庭用は、第１四半期の気温が当初計画より高く推移したことから、0.6%、2千3百
万m3下方に修正しております。 
その他の増加分1.7%、2億1百万m3についての内訳は記載しておりませんが、第1
四半期において既存のお客さま、主に発電専用の需要が伸びたことが主な要因と
なっております。 



10ページには財務会計上のガス販売量にトーリングによるガス使用量とＬＮＧ販売量
を加算したビジョンベースのガス販売量を表示しておりますので、ご参照ください。 



11ページと12ページに、セグメント別の見通しと当初計画との主な差異要因を示し
ております。 



都市ガスセグメントは先ほどご説明したガス販売量増の影響により、12億円の増益
としております。 
続いて電力セグメントですが、第1四半期における小売り販売量の増加の影響等に
より、11億円の増益としております。 
海外事業セグメントについては、当初計画策定後に出資を決定した新規上流案件
出資による利益増はあるものの、原油価格低下による販売単価減、上流プロジェク
トにおける減価償却費増等により、8億円の減益としております。 

 



13～14ページには、今回見通しのセグメント別実績に関して、前年度と比較したもの
を掲載しておりますので、ご参照ください。 





15ページは連結ベースの主要計数表を掲載しております。当初計画から変更あり
ません。 










